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図表１　商工中金と他の金融機関の地域別貸出残高構成比
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中小企業を支えるプロデューサー
90年の歴史が築いた資産を活用して企業と地域に貢献する商工中金

賛助会員
を
訪ねて

当財団の賛助会員の方々に、現在の取組
について伺います。

鍜治専務執行役員（右）と上野専務理事

――商工中金は1936年に設立され、長い間、中小・

中堅企業の成長に寄与されてきました。社会経済

の環境や政策要請により事業内容も変わってきて

いると思いますが、現在の主な事業内容、事業規模、

中小・中堅企業支援において果たしてきた役割を

教えてください。

鍜治：私ども商工中金は、全国に７万社のお客様
がおられまして、貸出残高は10兆円です。海外も
含めまして108の拠点があり、特に国内では全都
道府県に拠点を有しています。
　この全国ネットワークは、私たちの特徴だと思
います。データを見ていただくとお分かりのよう
に、都道府県別のGDPと私たちの融資残高は、ほ
ぼ比例しています。普通の金融機関はどうしても
首都圏への融資残高が多い傾向がありますが、地
域GDPと私たちの事業活動がほぼ連動していると

いうことは、地域の経済活動に密着した事業をし
ているという特徴を示しています。
　貸出先も製造業に約３割、卸小売業に約３割、
物流にも約１割であり、地域経済を支える基幹産
業と過去90年にわたる長いリレーションで地域経
済基盤を支えてきたことが特徴だと思います。
――民営化によって事業内容に変化はあったので

しょうか。

鍜治：民営化ということですが、完全民営化だと
銀行法上の銀行になりますが、商工中金法が残っ
ているので、完全民営化ではありません。まず変
わらないことから申し上げると、セーフティネッ
ト機能を発揮する責務は変わりません。コロナの
時も発動された危機対応融資制度は法律上の責務
ですし、セーフティネット機能はこれからも発揮
していきます。
　その一方で、今回の民営化に伴いまして、銀行
法並みに業務が拡大しました。例えば、IT企業
を子会社に持ったり、ファンドの機能を拡充した
り、商社機能を子会社が持つことが可能になりま
す。金融が中核サービスですが、周辺的なビジネ
スも同時に実施しながら、様々なお客様の課題に
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図表２　長期戦略・改革プランがめざす中小企業経済圏の概念

応えることが可能になりました。
　当たり前ですけれど、民営化したことによって、
これまで以上に経営の自律性が確保されることに
なります。そういうこともあり、今後十年間、商
工中金はどういう方面で活動して、お客様のニー
ズに応えていくのかを改めて自ら見つめ直すとい
う意味で、「長期戦略・変革プラン」を今年の３
月に発表いたしまして、2026年度から活動を開始
しております。
――今お話がありました長期戦略・変革プラン

「“集めて・つなげて・価値を創る”中小企業経済圏」

とは、どのような概念で、具体的にどのような体

制で進めていかれるのでしょうか。

鍜治：民営化も踏まえて、お客様本位の立場で、
どのように地域の中小企業と地域経済に貢献でき
るのかについて、昨年の秋以降、全社員で様々な
議論を積み重ね、今回のプランを作りました。例
えばAI一つとっても、日本の中小企業がどうや
って使いこなしていくのかという課題に対して、
今、誰が真剣に答えを出しているのだろうかとの
議論がありました。日本経済を支えてきた屋台骨
である自動車産業も、かなり厳しい競争環境に
直面しています。自動車を作る仕組みが激変し、
CASEとかSDVといった言葉に代表されるゲーム
チェンジされた世界では、日本の今までの強みが
逆に弱みになるリスクもあります。
　そうすると、日本のものづくりを支えてきた中
小企業がどうなるのかは本当に深刻な課題だと思
います。これは地域経済のみならず、私たちにと

っても深刻な課題です。商工中金は、実は自動車
部品企業25,000社の中の約２割、4,000社がお客様
です。こういう時に、これまでの営業店単位かつ
融資中心主義のビジネスだけでは、お客様の本当
の経営課題に向き合えないし、その結果、商工中
金自身の成長にもつながらないのではないかとい
う危機感を強く持ちました。これが長期戦略・変
革プランを作成し、実行する大きな原動力です。
　従って、「中小企業経済圏」を一言で言うと、商
工中金のみならず、全国の地域や、場合によって
は海外のステークホルダー（産官学金など）を集
めることによって、今までと違う新しいビジネス
の地平線を切り開いていくということです。
　中小企業経済圏構想の具体的イメージとして、
私の担当分野で３つ申し上げると、１つ目は、中
小企業のインド進出支援です。具体的にはインド
の製造業と日本の製造業との連携を2024年から開
始しており、この春から現地駐在員も派遣しまし
た。２つ目は、商工中金の自動車産業のお客様企
業は、完成車メーカーが立地している広島、岡山、
名古屋、静岡、神奈川、群馬、栃木に集積してい
ます。完成車メーカーとの関係はもちろん大事で
すが、これからは系列を超えた連携が必要になり
ます。例えば、岡山の企業と別の地域の企業との
業務提携をプロデュースするといった事業にも取
り組んでいます。３つ目は、DXです。物流企業
は「2024年問題」といわれる非常に困難な経営環
境にありますが、これへの対策として採算管理の
ためのデジタル商品を大手のIT企業と共同で開
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図表３　５つの変革を実現するための組織再編

図表４　商工中金の国内外ネットワーク

発しました。これは民営化で可能になったことの
一つですけれど、商工中金自身がIT製品を外販
していくことにも取り組んでいます。すべてに共
通することは、従来型の金融機関としての枠を超
えた関係性を中小企業の皆さんとの間で作ること
によって、お互い成長していくという考え方です。
これが中小企業経済圏構想の本質だと考えていま
すし、全国ネットワークを持つ私たちだからでき
ることだと思っています。
　この構想実現のために、今回、本部と営業店と
いう発想をなくしました。具体的には、2026年４
月から事業本部制を導入し、産業課題の解決に取
り組むインダストリー事業本部が開発するプロダ
クトを、商業銀行機能を発揮するトラディショナ
ル・バンキング事業本部と連携して一緒に展開す
る、そして営業店もこのトラディショナル・バン
キング本部の中に組み込まれる形に変えました。
――商工中金は全国に拠点があるとのことですが、

各地域には地銀や信金などの金融機関があります

が、地域の金融機関とはどのように連携している

のでしょうか。

鍜治：地域金融機関とも当然連携しています。一
例を挙げると、先ほど申し上げたとおり自動車産

業は広島とか群馬といった
大きな企業城下町があり、
そこの部品企業は地域金融
機関のお客様でもあります。
自動車産業が立地している
７つの地域金融機関が一緒
になって自動車産業の勉強
会を行っていますが、そこ
に私たちも参加させていた
だきました。私たちは広く
全国に拠点を持っており、
地域金融機関は地域に深い
ネットワークを持っている
ため、両者は、縦糸と横糸
の関係であって、私たちが
持っている知識を地域の金
融機関に使っていただきな
がら、一緒に地域の部品産
業を応援していくことをや

ろうと思っています。ですので、中小企業経済圏
に関わる重要なステークホルダーの一つは、間違
いなく地域金融機関です。
――７万社のお客様がいらっしゃるということで

すが、そことのネットワークはあるのでしょうか。

鍜治：商工中金には、「中金会」というお取引先
経営者の団体や、若手経営者により組織された「ユ
ース会」という団体が全国各地にあり、私たちの
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図表５　協同組合における団地の再整備支援

応援団です。中金会には約17,000社、ユース会に
は6,100名の経営者が参加しており、メンバー企
業の課題を共有しています。
　また、デジタルチャネルとして法人ポータル
（「商工中金Bizリンク」）を導入し、約３万社に利
用していただいています。このようなネットワー
クから寄せられた課題解決のためのAIの開発を、
東大の松尾豊教授が顧問を務める（株）松尾研究
所と戦略提携して進めています。
――お話を伺って商工中金は、ますます中小企業

の味方として機能を強化されているということが

よくわかりました。政府も地域活性化が必要だと、

また、日本の投資の拡大が必要だということで、

この数年、いろいろな支援をしています。私ども

も産業用地開発については政府と一緒に支援をし

ています。中小企業の成長投資に向け、どのよう

なメニューがあるのでしょうか。投資促進につな

がった事例などを教えてください。

鍜治：私たちは他の金融機関と異なり、原点が組
合の金融機関であることから、中小企業の事業協
同組合とは切っても切れないご縁があります。
　組合向けの融資の残高が減ってきて、個別企業
向けの融資に移ってきているという状況はありま
すが、組合との絆は強固です。国内への製造拠点
の回帰や新しいビジネスのニーズを集団で展開す
るといった場合に、組合機能が再認識されはじめ
ています。また、事業承継して代替わりする中で、
若手経営者が新しいことをみんなでやりたいとい
う機運も出てきています。組合との関係の中で新
たな取り組みをするというのは、投資促進という
文脈の中でも重要だと思います。

　具体的な例を紹介しますと、大阪府にある泉州
卸売商業協同組合の団地組合再整備事業です。50
年が経過して施設の老朽化が進んでおり、私たち
は専門家的な立ち位置で、商業施設と住宅施設の
各種課題を整理し、総額20億円のシンジケートロ
ーンを立ち上げ、そのアレンジャーに就任しまし
た。これは、組合活性化事業のモデルケースにな
ると思っています。
　成長投資のもう一つの核はスタートアップ融資
です。私たちはこの５年間に約700社のスタート
アップ企業に1,000億円超の融資を行っておりま
す。これは日本の産業の新陳代謝にとって重要な
取り組みだと思っています。メガ銀行３行以外で
は、商工中金はトップバンククラスの融資規模で
あり、「スタートアップの商工中金」と最近言わ
れるようになってきました。この分野は民営化に
よって、さらに活性化したい分野です。
　中小企業経済圏構想とも関係が深いのですが、
実はスタートアップ企業の商品のお客様は中小企
業の皆さんが多いのです。例えば、人事給与管理
システムをSaaSで提供する（株）SmartHRという
ベンチャーのサービスは、私たちのお客様はもの
すごく使っています。私たちの昔からのお客様に、
私たちが融資したベンチャー企業の商品を使って
いただくのは、まさにWIN-WINの関係です。
　　需要と供給がマッチして、両方の企業の業績
も伸びて、商工中金の融資額も増えるという「三
方良し」の世界です。これはぜひ本格的に、これ
からも進めていきたいと思っています。
――今、政府では地域ごとに戦略産業クラスター

構想を作り、成長産業への投資を進めていくとい

う政策を展開していま

す。また、経産省が売

り上げ100億円企業を

増やす支援を行ってお

り、100億円宣言をす

る企業も増えてきてい

ますが、商工中金とし

て中長期的に、地域経

済でどのような役割を

果たそうとされている

のでしょうか。
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鍜治：商工中金としては、成長志向企業に対して
シンジケートローンのような形でリスクマネーを
供給するケースが出てきていると思います。その
際、（株）NCネットワークが持っている「エミダス」
という22,000社の製造業データベースを活用した
新ビジネス展開支援も面白いと思います。具体的
には、商工中金のお客様が、自動車産業から今後
伸びていく航空宇宙とかロボットの分野に進出し
たいと思っている場合に、ロボット開発の大手企
業とのマッチングをNCネットワークのエミダス
を活用して実施するというようなやり方です。
　もう一つは蓄電池です。実は蓄電池製造装置は、
日本の中小企業が頑張っています。経産省が音頭
をとって進めている蓄電池製造設備産業の強化を
目指す「Swiftfab」という事業があります。これ
は、蓄電池産業の産業クラスターを作ろうという
プロジェクトで、商工中金も参画しています。こ
のSwiftfabの中で発展できそうな中小企業を我々
がご紹介したり、その企業と一緒にどのようなこ
とができるかといったビジネスの議論をして、日
本が蓄電池産業、特に製造装置分野での集積化と
か大規模化をキーワードにしたこの官民共同の取
り組みに参加して、応援していきたいなと考えて
います。
　地域の成長発展は、地域で事業をしている企業
の発展なくしては実現できません。それぞれの企
業がどんな強みと弱みを持っているかということ
を踏まえたビジネス戦略について、私たちの社員
がお客様としっかり対話をすることによって、次
のステップを探していくことが重要だと思ってい
ます。インダストリー事業本部のスタッフは、物
流と自動車関連産業を中心に500社以上と対話を
重ねています。その対話の中で、新事業を始めて
いる企業もありますので、そういう中から100億
企業も出てくると思っています。そのためには、
自分たち自身が質の高いインテリジェンス能力を
持つことが重要だと思っています。
　その上で、金融にしろ、DXやGXにしろ、コン
サルティングする能力が求められています。GX
の関係では三菱重工業（株）と提携し、同社が開
発した脱炭素を進めるための評価手法を一緒に中
小企業に展開しようと思っています。単にお金を

貸すだけではなく、脱炭素のソリューションも提
供することを始めていて、もう数十先のコンサル
に入っています。
　地域には地域金融機関、県庁、市役所、財務局、
経産局、大学といったステークホルダーがおられ
ます。そういう方々と一緒に、その地域を盛り上
げるプロジェクトを作っていくことが有効だと思
っています。今、何人かの支店長は、地域別の中
小企業経済圏構想を自分のネットワークを駆使し
て開拓を始めています。その際、商工中金だけで
出来ることではないので、すでに動いている地域
の取り組みに参画しています。
　地域のステークホルダーと連携していくことで、
私たちのお客様である中小企業の成長にもつなが
るし、地域経済のクラスターの形成も含めた新し
い成長戦略も見えてくると思います。このような
動きが、結果的に商工中金の差別化と収益の強化
につながると思いますので、こういうことを愚直
に進めています。いろんな種を20個、30個とまき
ましたので、それを一つ一つ、地道に花を咲かせ
ていくことが重要だと思っています。
――いろいろお伺いしていると、中小企業の課題

と言われるGX、DXへの対応や地域の産学官連携

についても積極的に取り組まれており、心強く感

じました。立地センターでもDX・GXや拠点機能

強化のための工業団地組合向けの調査費等を助成

する事業を進めています。

　地域経済の発展のために役割を果たすという点

では、立地センターのミッションも同じですので、

これからも連携を深めていければと思います。

　本日は長時間にわたり、大変ありがとうござい

ました。


